京都市長　 門川大作様
京都市教育長　 高桑三男様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２００９年２月２３日

　　　　　　　　　　　　　　抗議及び申入書
■昨年１０月９日、京都市監査委員は、私たちの住民監査請求をほぼ認め、京都市教育委員会幹部職員ら８名に、タクシーチケットの使用に不正があったとして、総額約５０万円（１１７件）を返還するよう市長に勧告しました。また、限られた監査期間では調査が十分にできなかったとして、１４８件の再調査を命じました。

従来、監査委員が、市民の請求を認め、自治体の長に勧告を出した事例はほとんどありませんから、マスコミもこの問題を大きく報道しました。中には、このニュースを１面に掲載した新聞もあったほどです。それだけ、市民の市政に対する信用を大きく失墜させた「不祥事」だったのです。
勧告で示された措置期限となる本年２月１０日、市長から、勧告を受けて講じた措置の内容と、勧告を受けて行なった再調査、市教委としての「独自調査」の内容、さらに、関係者に対する「処分」などが公表されました。要約すると次のような内容です。

	＜タクシーチケット不正使用等の問題で、京都市、京都市教委がとった措置＞

① タクシーチケット不正使用に関して

高桑三男教育長以下９名の職員から、タクシーチケット不正使用分（262件）として、総額113万円余が返還された。

② 時間外勤務手当不正取得に関して

この調査の過程で、松浦総務課担当課長（当時）と西田企画広報係長（当時）の２人の時間外勤務手当の不正取得が発覚、松浦からは3.5万円余、西田からは８万円余が返還された。

③ 通勤手当不正取得に関して

さらに西田については、通勤手当の不正取得も発覚、16万円余が返還された。

④ 「処分」内容

当該職員ら10名には、地公法上の懲戒処分は出されず、厳重文書訓戒、文書訓戒、口頭注意といった形式的な「処分」にとどまっている。


■私たちは、昨年１０月１０日、門川市長と高桑教育長に対して、３項目の申入れを行ないました。それに対して、１０月３０日、高桑教育長名で、「追加調査の結果も踏まえ検討して参ります。」という文書回答が寄せられましたが、今回の措置は、私たちの申入れを全く無視したものです。

この問題の重要性を踏まえ、再度、次のとおり申しいれます。

１．関係者への地公法に基づく懲戒処分を行なうこと

京都市では、この数年、「職員不祥事」に対して、きわめて厳しい懲戒処分が出されてきました。その中には、事案と比較して、厳しすぎるのではないかと思われるようなものもあります。

ところが、今回は、タクシーチケットの不正使用だけではなく、時間外勤務手当や通勤手当の不正取得等も重なったというのに、地公法上の懲戒処分は出されていません。従来の職員処分と比べても考えられないような「甘さ」です。決して、お金を返せば済むという問題ではないはずです。

　　関係者らに対して、地方公務員法に基づく懲戒処分を出されるよう申し入れます。
２．京都市、京都市教委は、何故、これらの不正をした職員をかばい続けるのか？

　　処分の問題とも関連しますが、京都市、京都市教育委員会は、不正行為をした職員をかばい続けています。たとえば、本年２月１０日、市教委が記者発表した資料には、「タクシーチケットの運用が、現時点での社会情勢等に適合していないとされたものであり、該当職員が意図した運用ではないと判断されます。」と記載されています。

　　しかし、祇園等の歓楽街から乗車したにもかかわらず、「市役所から乗車」と虚偽記載してタクシー帰宅するような卑しい行為をした職員に対して、「該当職員が意図した運用ではない」というのは、いったいどういう意味でしょうか？

　　また、西田は、「通常の勤務終了時刻に帰っても最終便にも間にあわないようなバス」の通勤届を出して通勤手当を１０年以上も不正取得していました。しかし、監察室の説明によると、市教委は、本人の、「時間外勤務が多いので、終バスの時間を知らなかった。」という弁明を認め、「意図的な不正ではなかった。」としました。そして、彼は、現在、市長部局に異動しているのですが、処分を担当する監察室は、市教委の報告と処分内容をそのまま認め、彼に一度も面談すらしていないというのですから驚きます。
　　京都市、京都市教委は、ことの重大性を認識し、毅然とした措置をとるべきです。

３．当時の教育長としての門川市長は、市民に謝罪し、自らの責任を明らかにすること

　　今回の監査委員の勧告でも、このようなタクシーチケット不正使用が、「（市教委総務課では）所属長及び保管責任者の了解の下で、課長級以上の職員を含む一部職員の不適正な運用が継続的に行なわれていた」と指摘されました。今回の不正は、これらの職員の個人的な不正行為ではなく、まさに組織としての不正だったのです。

　　門川市長は、当時の教育長であり、それ以前も、市教委総務課長、総務部長を歴任してきたわけですから、今回の問題についても、その責任が問われているのは当然です。市長として、市民に謝罪し、自らの責任を明らかにすることを求めます。

　　そもそも、今回の京都市、京都市教委の発表には、どこにも、反省や、市民に対する謝罪の言葉がないのは信じがたいことです。

４．監査請求の対象になった期間だけではなく、年度を遡って徹底的な調査を行い、必要な措置を講じること
　　今回、９名の職員から、総額１４１万円が返還されました。しかし、これは、住民監査請求の対象となった２００７年度のタクシーチケット使用分に限られています。監査でも「継続的に行なわれていた。」と勧告されたのですから、市教委は、２００８年度、そして、２００６年度以前に遡って徹底的に調査し、不正使用分を返還させることを求めます。
５．今後の再発防止策を明らかにすること
　　今回の発表には、当該職員からお金を返還させ、形式的な「処分」が出されただけで、何故、このような不正行為が生じたのか、また、再発を防止するためにどのような措置を行なうのかが何も示されていません。　また、教育委員会事務局において、職員に対して、注意を喚起する通知も出されていません。

教育長は、徹底的な再発防止策を示すべきです。
京都市、京都市教委の今回の措置について抗議するとともに、以上の諸点について、本年３月９日までに、文書で回答をされるよう申しいれます。

　　　　　　「心の教育」はいらない！市民会議

　　　　　　 京都・市民・オンブズパースン委員会　　　　　　
　　　　　　　　　　　京都市中京区寺町二条下る妙満寺前町４４６　若林ビル３F　京都プロボノセンター内
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